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我
が
国
の
人
口
構
造
、
産
業
構
造
、
社
会
構
造
等
が
大
き
く
変
化

し
、
社
会
全
体
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
急
速
に
進
む
中
、
大
学
が
、
知

の
拠
点
と
し
て
、
そ
の
活
動
を
通
じ
て
、
社
会
に
寄
与
・
貢
献
す
る

機
会
は
大
き
く
拡
大
し
て
い
る
。
我
が
国
の
大
学
の
過
半
は
私
立
が

占
め
て
お
り
、
私
立
大
学
の
教
育
研
究
活
動
の
質
向
上
は
極
め
て
重

要
に
な
っ
て
い
る
。

大
学
が
社
会
の
負
託
に
応
え
て
質
の
高
い
教
育
研
究
活
動
を
持
続

的
に
実
施
す
る
に
は
、
経
営
基
盤
の
確
立
が
不
可
欠
で
あ
る
。
学
校

法
人
の
経
営
基
盤
が
全
体
と
し
て
悪
化
傾
向
に
あ
る
中
で
、
学
校
法

人
の
経
営
改
善
に
向
け
た
取
組
を
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
強
化
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
、
平
成
二
一
年
八
月
以
降
、
大
学
分
科
会

で
は
、
私
立
大
学
を
中
心
に
大
学
の
健
全
な
発
展
に
向
け
た
方
策
の

充
実
に
つ
い
て
検
討
し
た
。
以
下
で
は
、
我
が
国
の
私
立
大
学
の
経

営
の
現
状
に
関
す
る
デ
ー
タ
を
示
し
た
上
で
、
大
学
分
科
会
の
審
議

状
況
を
紹
介
す
る
。

【
１
．
私
立
大
学
の
経
営
の
現
状
】

（
１
）
私
立
大
学
の
入
学
定
員
充
足
の
現
状

平
成
二
一
年
度
の
私
立
大
学
お
よ
び
短
期
大
学
九
六
二
校
の
う

ち
、
入
学
定
員
未
充
足
の
大
学
・
短
期
大
学
は
、
合
計
五
一
一
校
あ

り
、
大
学
で
四
六
・
五
％
、
短
期
大
学
で
は
六
九
・
一
％
が
定
員
未
充

足
の
状
態
で
あ
る
（
図
１
）。

大
学
に
つ
い
て
、
そ
の
内
訳
を
規
模
別
に
み
る
と
、
入
学
定
員
が

八
〇
〇
人
未
満
の
四
一
三
校
で
、
八
七
八
二
名
分
の
定
員
割
れ
を
起

こ
し
て
い
る
（
図
２
）。
一
方
、
入
学
定
員
が
八
〇
〇
人
以
上
の

一
五
七
校
で
は
、三
七
九
九
六
名
分
の
定
員
超
過
を
起
こ
し
て
い
る
。

地
域
別
に
み
て
み
る
と
、
東
京
、
神
奈
川
、
愛
知
、
京
都
、
大
阪
、

福
岡
と
い
っ
た
都
市
部
の
大
学
で
は
、
定
員
超
過
に
あ
る
一
方
で
、

地
方
の
大
学
が
定
員
割
れ
と
な
っ
て
い
る
（
図
３
）。

   
中
教
審
・
大
学
分
科
会「
中
長
期
的
な
大
学
教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て
」の
審
議
状
況（
９
）

　
　

～
私
立
大
学
の
健
全
な
発
展
に
向
け
た
方
策
の
充
実
に
つ
い
て
～
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12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 2１年度

大学数 471 493 508 521 533 542 550 559 565 570

入学定員未充足
の大学

131 149 144 147 155 160 221 222 266 265

未充足割合 27.8% 30.2% 28.3% 28.2% 29.1% 29.5% 40.2% 39.7% 47.1% 46.5%

短大数 460 449 435 416 400 383 373 365 360 356

入学定員未充足
の短大

267 245 209 190 164 159 194 227 242 246

未充足割合 58.0% 54.6% 48.0% 45.7% 41.0% 41.5% 52.0% 62.2% 67.2% 69.1%

　○私立大学・短期大学の入学定員充足状況

 　　（注）大学数・短大数に、学生募集停止中の学校、通信制課程・大学院のみを設置する学 （日本私立学校振興・共済事業団調べ）
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図１　私立大学・短期大学の入学定員充足状況
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28%）。計37,996名分の定員超過

を起こしている。
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図２　規模別の入学定員、入学者数等（平成 21 年度、私立大学）
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（
２
）
学
校
法
人
の
財
務
の
状
況

大
学
や
短
期
大
学
を
設
置
す
る
学
校
法
人
の
う
ち
、
学
生
生
徒
等

納
付
金
、
寄
附
金
、
補
助
金
、
そ
の
他
の
学
校
法
人
の
負
債
と
な
ら

な
い
収
入
で
あ
る
「
帰
属
収
入
」
で
、
人
件
費
、
教
育
研
究
費
、
管

理
経
費
な
ど
の
学
校
法
人
の
経
常
経
費
で
あ
る
「
消
費
支
出
」
を
賄

え
な
い
法
人
は
、
平
成
二
〇
年
度
に
お
い
て
三
〇
六
法
人
、
割
合
に

し
て
四
六
・
五
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
４
）。

さ
ら
に
、
帰
属
収
支
差
額
比
率
（
帰
属
収
入
と
消
費
支
出
の
差
額

の
帰
属
収
入
に
対
す
る
比
率
）
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
大
学
は

中
小
規
模
大
学
で
多
く
な
っ
て
い
る
（
図
５
）。

【
２
．
大
学
分
科
会
の
審
議
状
況
と
「
第
四
次
報
告
」
の
提
言
】

（
１
）
大
学
分
科
会
の
審
議
状
況

こ
の
よ
う
に
、
私
立
大
学
の
う
ち
、
入
学
定
員
が
未
充
足
の
と
こ

ろ
や
、
単
年
度
収
支
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
と
こ
ろ
の
割
合
が
増
加
し

て
お
り
、
特
に
都
市
部
以
外
の
中
小
規
模
大
学
に
お
い
て
そ
の
傾
向

が
顕
著
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
つ
つ
、
大
学
規
模
・

大
学
経
営
部
会
で
は
、
私
立
大
学
の
健
全
な
発
展
に
向
け
た
方
策
に

つ
い
て
検
討
し
た
。

同
部
会
で
は
、
学
校
法
人
の
経
営
基
盤
が
全
体
と
し
て
悪
化
傾
向

に
あ
る
中
、
学
校
法
人
の
経
営
改
善
に
向
け
た
取
組
を
、
さ
ら
に
強

化
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
の
認
識
の
下
、
各
私
立
大
学
は
、
自
主

的
・
自
律
的
な
機
能
分
化
を
通
じ
て
、
自
ら
の
特
色
を
発
揮
し
、
経

※東北は、青森、岩手、秋田、山形、福島県をいう。関東は、茨城、栃木、群馬県をいう。東海は、岐阜、静岡、三重県をいう。近畿は、滋賀、奈良、和歌山県をいう。中国は、鳥取、島根、岡山、山口県をいう。九州は、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄県をいう。

12,171

6,601 7,770
10,653

22,142 21,780

130,526

32,508

5,790 4,716

10,758

32,572

10,603

26,018

38,210

22,237

8,132 9,449

4,330

14,290

18,613

11,884

6,125
8,703

10,317

25,414
21,756

148,148

36,168

5,698 4,399

9,669

35,059

11,080

27,868

41,611

22,876

7,140
9,049

3,685

12,779

19,655

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

北海道 東北※ 宮城 関東※ 埼玉 千葉 東京 神奈川 甲信越 北陸 東海※ 愛知 近畿※ 京都 大阪 兵庫 中国※ 広島 四国 九州※ 福岡

入学定員 入学者数

▲287

▲476

▲1,511
▲336 ▲317

▲24

▲92933

3,272

17,622

3,660

▲1,089
▲992 ▲400

▲645

2,487
3,401

477

1,850
639

1,042

○地域別の入学定員，入学者数等（平成21年度、私立大学）

都市部の大学では定員超過の状況にある一方、

地方大学では定員割れを起こしている。
入学者数－入学定員

図３　地域別の入学定員，入学者数等（平成 21 年度、私立大学）
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　○　一方、大規模大学では約８０％がプラスとなっている。

○帰属収支差額比率の大学���の��（平成20年度）

　○　帰属収支差額比率がマイナスとなっている大学の割合は、地方・都市とも中小規模大学で高くなっており、特に地方・中小規模大学では

平成１９年度比６．７ポイント増の５７．８％がマイナスとなっている。
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図５　帰属収支差額比率の大学類型別の分布（平成 20 年度）

注：

　 （日本私立学校振興・共済事業団調べ）

・大学法人数・短大法人数に、通信制課程のみを設置する法人、他省庁から経常的補助を受けている
　法人などは含まない。

・「帰属収入」とは、学生生徒等納付金、寄附金、補助金その他の学校法人の負債とならない収入で
　あり、「消費支出」とは、人件費、教育研究経費、管理経費などの学校法人の経常的支出である。

○帰属収入で消費支出を賄えない学校法人の推移
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営
資
源
の
有
効
活
用
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
し
た
。

そ
の
た
め
の
各
学
校
法
人
の
取
組
を
支
援
、
促
進
す
る
た
め
の
方

向
性
と
し
て
、
経
営
指
導
・
経
営
相
談
の
充
実
、
財
務
経
営
状
態
の

公
開
の
促
進
を
提
起
し
た
。
あ
わ
せ
て
、
私
立
大
学
の
多
様
な
機
能

に
着
目
し
て
、
基
盤
的
経
費
の
助
成
と
競
争
的
資
金
配
分
を
組
み
合

わ
せ
、
多
元
的
で
き
め
細
か
な
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
・
シ
ス
テ
ム
を
充

実
す
る
こ
と
の
必
要
性
を
指
摘
し
た
。

（
２
）「
第
四
次
報
告
」
の
提
言

六
月
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
第
四
次
報
告
」
で
は
、
国
公
私
立

そ
れ
ぞ
れ
の
大
学
の
発
展
と
機
能
別
分
化
の
推
進
に
つ
い
て
取
り
ま

と
め
て
い
る
。
そ
の
関
わ
り
の
中
で
、
大
学
数
・
学
生
数
と
も
約
四

分
の
三
を
占
め
る
私
立
大
学
に
つ
い
て
一
節
を
割
い
て
、大
学
規
模
・

大
学
経
営
部
会
の
検
討
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
今
後
の
改
善
の
方
向

性
と
具
体
的
施
策
を
提
言
し
て
い
る
。

①
経
営
指
導
・
経
営
相
談
の
充
実

学
校
法
人
の
経
営
改
善
は
、
自
己
努
力
・
自
己
責
任
が
原
則
と
し

た
上
で
、
今
後
、
文
部
科
学
省
と
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業

団（
以
下
、「
私
学
事
業
団
」と
い
う
。）の
経
営
支
援
機
能
を
充
実
し
、

◯
自
己
の
強
み
を
最
大
限
活
用
し
た
「
自
立
・
発
展
」

◯
規
模
の
メ
リ
ッ
ト
を
活
用
し
、相
互
補
完
効
果
を
生
む
「
連
携
・

共
同
」

◯
不
採
算
部
門
の
縮
小
・
廃
止
を
行
う
「
撤
退
」

と
い
っ
た
、
将
来
的
な
方
向
性
を
早
期
に
判
断
し
う
る
よ
う
促
す
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
と
し
た
。

ま
た
、
経
営
相
談
を
受
け
や
す
く
す
る
よ
う
に
配
慮
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
り
、
あ
わ
せ
て
、
万
が
一
の
経
営
破
綻
等
の
場
合
に
備
え
、

学
生
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
を
整
備
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る

と
し
た
。

具
体
的
施
策
と
し
て
、
次
の
事
項
を
提
言
し
て
い
る
。

（
ア
）
経
営
相
談
機
能
を
充
実
す
る
こ
と

・
私
学
事
業
団
に
お
い
て
、
理
事
長
・
学
長
を
対
象
と
す
る
リ
ー
ダ

ー
ズ
セ
ミ
ナ
ー
を
全
国
で
開
催
、専
門
家
の
人
材
バ
ン
ク
を
創
設
、

連
携
・
共
同
の
情
報
を
収
集
・
提
供
、
経
営
の
分
析
、
診
断
、
指

導
・
助
言
を
積
極
的
に
実
施
。

・
文
部
科
学
省
に
お
い
て
、
学
校
法
人
運
営
調
査
委
員
を
積
極
的
に

活
用
。

（
イ
）
自
己
の
強
み
を
最
大
限
活
用
し
た
取
組
を
支
援
す
る
こ
と

・
大
学
機
能
の
高
度
化
を
推
進
す
る
取
組
の
支
援
（
我
が
国
の
成
長

を
支
え
る
教
育
研
究
の
基
盤
形
成
や
、
東
ア
ジ
ア
地
域
な
ど
世
界

を
視
野
に
入
れ
た
人
材
育
成
）

・
経
営
改
善
を
促
進
す
る
た
め
の
私
学
助
成
（「
募
集
定
員
」
を
参

酌
し
た
私
学
助
成
、
我
が
国
全
体
と
し
て
、
適
切
な
条
件
に
よ
り

大
学
教
育
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
定
員
管
理
の
取
扱
い
の
適
正
化
、

経
営
改
善
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ヴ
と
な
る
よ
う
な
私
学
助
成
の
工
夫
）
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（
ウ
）
教
育
研
究
機
能
の
充
実
の
た
め
、
大
学
間
の
連
携
・
共
同
の

取
組
の
支
援

　
　

学
校
法
人
や
大
学
の
合
併
・
統
合
計
画
の
重
点
的
な
支
援
、
大

学
・
短
大
間
の
連
携
に
向
け
た
共
同
事
務
局
設
置
や
教
育
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
共
同
実
施
、
施
設
の
共
同
利
用
の
推
進
・
支
援
、
連
携
の

枠
組
み
づ
く
り
の
た
め
、
各
地
域
に
、
国
公
私
立
大
学
、
地
方
自

治
体
、
産
業
界
等
か
ら
な
る
協
議
会
の
設
立
を
促
進
。

（
エ
）
円
滑
な
学
生
募
集
停
止
、
学
校
再
生
の
取
組
の
支
援

　
　

学
生
募
集
停
止
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
・
提
供
、
学

校
再
生
の
た
め
の
専
門
家
バ
ン
ク
の
創
設
（
再
掲
）。

（
オ
）
学
生
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
整
備
（
転
学
生
の
受
入
れ

に
関
す
る
当
面
の
支
援
）

　
　

転
学
受
入
れ
校
に
対
す
る
補
助
金
の
措
置
、
転
学
を
希
望
す
る

学
生
の
近
隣
大
学
で
の
受
入
れ
が
不
可
能
な
場
合
の
放
送
大
学
で

の
受
入
れ
と
、
学
校
法
人
が
解
散
し
た
場
合
の
学
籍
簿
の
管
理
に

つ
い
て
の
検
討
。

②
財
務
・
経
営
情
報
の
公
開
の
促
進

学
校
法
人
は
、
学
生
に
対
し
、
そ
の
在
学
中
の
健
全
な
経
営
を
保

つ
責
務
が
あ
り
、
学
生
は
も
と
よ
り
保
護
者
や
入
学
志
願
者
な
ど
社

会
全
体
に
対
す
る
説
明
責
任
を
有
す
る
と
し
た
。

私
立
大
学
関
係
団
体
に
お
い
て
は
、
本
年
四
月
に
、
情
報
公
開
の

項
目
例
等
に
関
す
る
自
主
的
な
取
組
目
標
に
つ
い
て
中
間
報
告
を
行

っ
た
が
、
今
後
さ
ら
に
検
討
を
進
め
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
団
体
に

お
い
て
、
各
学
校
法
人
へ
積
極
的
な
情
報
公
開
を
促
す
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
と
し
た
。
ま
た
、
文
部
科
学
省
に
お
い
て
も
、
積
極
的
な
情

報
公
開
を
促
す
こ
と
と
と
も
に
、
会
計
方
針
の
取
扱
い
な
ど
、
情
報

内
容
の
一
層
の
共
通
化
・
充
実
に
向
け
た
検
討
が
望
ま
れ
る
と
し
た
。

さ
ら
に
、
私
学
助
成
を
受
け
て
い
る
学
校
法
人
に
つ
い
て
は
、
そ

の
こ
と
を
踏
ま
え
た
取
組
が
必
要
と
し
た
。

ま
た
、
具
体
的
施
策
と
し
て
、
次
の
二
点
を
提
言
し
て
い
る
。

　

・
情
報
公
開
の
実
施
状
況
を
私
学
助
成
に
反
映
す
る
こ
と

　

・
学
校
法
人
の
情
報
公
開
の
実
施
状
況
を
文
部
科
学
大
臣
所
轄
の

全
て
の
学
校
法
人
に
つ
い
て
公
開
す
る
こ
と

③
公
財
政
措
置
の
充
実

私
立
大
学
に
お
け
る
人
材
育
成
や
先
端
的
・
独
創
的
研
究
、
社
会

貢
献
活
動
を
一
層
促
進
す
る
た
め
に
、
私
学
助
成
を
拡
充
し
、
基
盤

的
経
費
の
助
成
を
充
実
す
る
と
と
も
に
、
我
が
国
の
政
策
課
題
へ
の

各
大
学
の
個
性
・
特
色
あ
る
取
組
を
財
政
的
に
支
援
す
る
こ
と
が
重

要
で
あ
る
と
し
た
。

ま
た
、
学
校
運
営
の
財
源
の
多
様
化
は
、
学
校
法
人
の
経
営
基
盤

の
安
定
化
に
寄
与
し
、
大
学
の
社
会
貢
献
を
一
層
促
す
た
め
に
も
有

効
で
あ
り
、
国
は
学
校
法
人
の
そ
う
し
た
努
力
を
積
極
的
に
支
援
す

る
た
め
、
寄
附
税
制
の
拡
充
を
図
り
、
我
が
国
に
お
い
て
寄
附
文
化

の
醸
成
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
し
た
。


